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令和７年度第１回門真市空家等対策協議会 議事録 

 

日時：令和７年８月４日（月）10時 00分から 11時 30分まで 

場所：門真市役所 別館３階 第３会議室 

出席者： 

（門真市空家等対策協議会）10名中８名出席 

宮本市長、下村会長、佐久間会長代理、巽委員、寺西委員、新田委員、松本委員、

大西委員 

 

（事務局）13名 

菊川副市長 

まちづくり部 艮部長、髙田次長、髙岡次長 

都市政策課  白川課長、辻井参事、内海課長補佐、吉田主査、岡主査、番匠係

員、中渡瀬係員 

建築指導課  長谷川課長、伊丹課長補佐 

傍聴者 ３名 

議題案件：門真市空家等対策計画の改定について 

 

司会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 お待たせいたしました。定刻となりましたので、ただいまか

ら令和７年度第１回門真市空家等対策協議会を開催させていた

だきます。委員の皆様におかれましては、公私何かとご多忙の

中、ご出席いただきまして、誠にありがとうございます。私は

本日の司会を務めさせていただきます、都市政策課の岡でござ

います。よろしくお願いいたします。 

まず開催に先立ちまして、議事録の作成上、会議内容を録音

させていただきますので、ご了承くださいますよう、よろしく

お願い申し上げます。 

本日の出席者は、８名で、市長及び委員計 10名のうち半数以

上のご出席をいただいておりますので、門真市空家等対策協議

会条例第６条第３項の規定により、会議が成立しておりますこ

とをご報告申し上げます。 

委員の皆様につきましては、お手元の座席表及び委員名簿記

載のとおりとさせていただき、今回新たに委員へ就任された方

のご紹介だけさせていただきます。 

門真市議会 議長の松本委員でございます。 

 門真市議会 副議長の大西委員でございます。 
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、ひなた法律事務所の中井委員、門真市自治連合会会長

の長谷川委員でございますが、本日、欠席とのご連絡をいただ

いております。 

また、事務局の紹介につきましては、座席表記載のとおりと

し、省略させていただきます。 

次に本日の会議の傍聴についてですが、本日は傍聴者が  

３名おられますのでその旨ご報告させていただきます。 

それでは、お手元に配布いたしております資料のご確認をお

願いいたします。 

資料は、本日の議事次第、座席表、門真市空家等対策計画冊

子、資料１の門真市空家等対策協議会委員名簿、資料２の門真

市空家等対策協議会条例、資料３の門真市空家等対策協議会運

営要綱、資料４の今後のスケジュールの確認について、資料５

の計画の方向性について、資料６のアンケート調査の実施につ

いて、以上でございます。揃っておりますでしょうか。資料の

うち、空家等対策計画冊子につきましては、本日お持ち帰りい

ただきまして、お手数ではございますが、次回以降の協議会の

際にはご持参いただきますようお願いいたします。 

それでは、議事に移らせていただきたいと思いますのでおそ

れいりますが、会長に進行をお願いいたします。会長、よろし

くお願いいたします。 

 

 皆さまおはようございます。それでは、議事次第に基づきま

して、会議を進めさせていただきます。 

 門真市空家等対策計画の改定について、議題１及び２につい

て資料４～５に沿って事務局より説明をお願いします。 

 

都市政策課の内海と申します。着座にて失礼いたします。 

それでは資料４「本協議会の目的とスケジュールについて」

ご説明させていただきます。 

 １ページをご覧ください。本市では平成 31年３月に「門真市

空家等対策計画」を策定し、計画に基づき空家対策の取組みを

実施してまいりました。当該計画は、今年度に計画期間が満了

することや、人口減少などの社会情勢の変化や国の政策の動向

への対応が必要な状況であることから、計画を改定するもので

す。本協議会では、本市における総合的な空家等対策をより推
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進していくために、計画改定に向けた議論を行うことを目的と

しております。協議会にていただいたご意見を踏まえ、より現

実的で効果的な計画となるよう調整してまいります。 

 ２ページをご覧ください。計画改定スケジュールについてで

ございます。まず、本日は第１回協議会として、計画の方向性

の確認と、アンケート調査の実施について説明し、委員の皆様

にご意見をいただいたうえで、８月～９月頃にアンケート調査

を実施します。10月の第２回協議会では、アンケート調査の結

果などを踏まえて、施策案と計画骨子案を提示いたします。そ

の後、12月の第３回協議会で計画素案を確認いただき、12月～

１月頃にパブリックコメントを実施します。パブリックコメン

トの意見内容を反映した計画原案を、２月の第４回協議会で確

認し、今年度内に計画を公表する予定としております。 

 続きまして、資料５「計画の方向性について」ご説明させて

いただきます。 

 １ページをご覧ください。まず、現行計画では、空家等の予

防、適正管理・活用、除却に対する基本方針を定めて、対策を

講じてまいりました。改定後の計画においても、引き続きこの

基本方針と、施策の観点に沿って、より実効性ある施策展開を

図ることを考えております。 

 ２ページをご覧ください。現行計画の目標値に対する実績値

について確認します。１点目として、発生抑制として、住宅・

土地統計調査において「その他の住宅」に分類される空き家数

を増加させないという目標に対し、平成 25 年度から令和５年

度の間に増加となりました。２点目として、適正管理の促進と

して、相談会、セミナー等の開催回数を年１回開催する目標に

対し、予定どおり実施できる見込みとなっております。なお、

これまで延べ 36 名の方にご参加いただきました。３点目とし

て、利活用の促進として、マッチング制度を活用し空家等が利

活用された件数を年３件とする目標に対し、６年度末時点で６

件でありました。４点目として、除却の促進として、門真市老

朽木造建築物等除却補助制度を２年度末までに 443 件に活用し

ていただく目標に対し、173件となりました。 

 ３ページをご覧ください。まず、住宅・土地統計調査におけ

る空き家数についてでございます。左下に示しております、空

き家総数の推移は、ほぼ横ばいとなっておりますが、中央に示
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しております、空家の種類別状況をみますと「その他の住宅」

の数は増加しています。また、右下に示しております、空き家

率につきましては、全国や大阪府内と比べて高い水準にありま

す。 

 ４ページをご覧ください。本市では、人口と１世帯あたりの

人員が減少しており、高齢化が進むことが想定されています。

このような傾向は、人口減少や高齢者の単身世帯増加により、

「その他の住宅」数の増加の要因となります。 

 ５ページをご覧ください。マッチング制度の活用件数につい

てでございます。平成 28 年度に実施した空家実態調査をもと

に６年度に実施した追跡調査では、約６割は活用される結果と

なり、民間で一定の利活用が行われていると考えられます。ま

た、今年度には納税通知書へ啓発チラシを同封し周知を図った

ところ、問い合わせを多数いただいており、現時点で２件の成

立が見込まれていることから、これまでの周知方法に課題があ

ったと考えております。また、追跡調査では、約４割は転入等

の動きがなく活用されていないこと、それらは北部地域に多く

残っており、その中でも「長屋」が多い状況にあります。 

 ６ページをご覧ください。老朽木造建築物等除却補助制度の

件数についてでございます。北部地区の密集市街地解消に向け

た本市の施策のうち、本計画に関連するものの、現行計画にお

いて設定のない施策は、門真市木造賃貸住宅等建替事業助成金

と、大阪府都市整備推進センターの補助制度があります。都市

整備推進センターの補助制度では、文化財等の売却や建て替え

等の相談や検討、文化住宅等リフォームの支援を整えています。

密集市街地の解消に向けた取組みや、目標値の進捗状況も踏ま

え、引き続き除却制度等を推進する必要があると考えておりま

す。 

 ７ページをご覧ください。ここから 11 ページまでは元年度

から６年度までの事業の取組み状況をまとめております。まず、

発生抑制に関する事業として、表に記載のとおり冊子の配布な

ど施策項目ごとに一定の施策を実施しています。 

 ８ページをご覧ください。適正管理の促進に関する事業とし

て、表に記載のとおりシルバー人材センターによる空き家サポ

ート業務など施策項目ごとに一定の施策を実施しています。 

 ９ページをご覧ください。利活用の促進に関する事業として、
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表に記載のとおりの施策を実施しているものの、２行目に示し

ております門真市子育て世帯等空き家利活用補助については、

実績がございませんでした。このため、今後、要件の見直しな

どを含め施策の検討が必要であると考えています。 

 10ページをご覧ください。除却の促進に関する事業として、

下２行に示しております狭小な隣接地の空家等を取得して除却

を行い１つの土地として再建築を促す、除却補助制度と隣接地

等取得補助制度については、６年度まで実績がございませんで

した。こちらについても、今後、施策の検討が必要であると考

えています。なお、今年度、納税通知書への啓発チラシを同封

したことで、隣接地等所得補助制度については１件の交付が決

定しており、除却補助制度については１件の申請が見込まれて

います。 

11 ページには空家対策に資する補助制度など本市のホーム

ページに掲載しているものについて表にまとめております。 

 12ページをご覧ください。ここからは空家法の改正について

ご説明いたします。空家法は、平成 27年に施行されましたが、

特定空家への対応が課題となっていたことから、令和５年に法

改正が行われました。法改正の方向性としては、空家の発生か

ら管理不全に至るまでの、比較的良い状態の空家についての活

用の拡大と、特定空家に至るまでの管理の確保、特定空家の除

却という３つの柱で対応を強化していくものとなっておりま

す。 

13ページをご覧ください。市区町村が関わる具体的な改正内

容について、ご説明いたします。まず、活用の拡大に対する内

容です。こちらは、主に３点の改正内容があります。1 点目と

して、「空家等活用促進区域制度」が創設されました。これは、

促進区域を指定し、空家の用途変更や建替え等を規制緩和によ

り促進する制度です。この制度の導入については、本市で対応

を検討する必要があります。２点目として、「市区町村が財産管

理人の選任を裁判所に請求することが可能」となりました。 

 14 ページをご覧ください。３点目として、「空家等管理活用

支援法人制度」が創設されました。この制度は、空家の活用や

管理に取り組む法人等を、市区町村が「支援法人」として指定

することで、法人等が空家の管理活用の業務を行えるようにな

ります。こちらについても、本市で対応を検討する必要があり



6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ます。 

 15ページをご覧ください。管理の確保に対する内容について

でございます。こちらも、主に３点の改正内容がございます。

１点目として、「管理不全空家に対し市区町村から指導・勧告が

可能」となりました。これは、管理不全空家が特定空家になる

前段階から管理の確保を図る必要があるというものとなってお

ります。また、勧告を受けた管理不全空家は、固定資産税の住

宅用地特例が解除されます。この管理不全空家への対応につい

て、本市で検討する必要があります。２点目として、「市区町村

が管理不全建物管理人の選任を裁判所に請求することが可能」

となりました。３点目として、「市区町村から電力会社等に情報

提供を要請することが可能」となり、空家の把握がより円滑と

なりました。 

 16ページをご覧ください。特定空家の除却等に対する内容に

ついてでございます。こちらは、主に４点の改正内容がありま

す。１点目として、「緊急代執行制度」が創設されました。これ

は、屋根の崩落や倒壊など、緊急対応が必要な場合に、事前の

命令や聴聞などの手続きを省略し、迅速に代執行できる制度で

す。こちらについては、本市で対応フロー等を検討する必要が

あります。２点目として、「代執行費用の徴収の円滑化」として、

代執行費用の徴収手続きが簡素化されました。３点目として、

「市区町村が財産管理人の選任を裁判所に請求することが可

能」となりました。４点目として、「市区町村長に対する所有者

への報告徴収権が付与」されることとなりました。 

 17ページをご覧ください。この度の法改正に係る本市の対応

案についてまとめております。１点目として、「空家等活用促進

区域制度」については本計画では対応しないこととし、２点目

の「空家等管理活用支援法人制度」については対応を検討する

ものとしております。これら対応案の理由は、次ページ以降の

スライドでご説明いたします。「管理不全空家」と「緊急代執行

制度」は、特定空家となる前に対応を拡充できることから、判

断基準マニュアルを作成するなど、あらかじめ判断方法や対応

方法を検討します。なお、管理不全空家の判断基準マニュアル

案につきましては、10月の第２回協議会で提示する予定として

おります。 

18 ページをご覧ください。まず、「空家等活用促進区域制度
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の対応」の検討についてご説明いたします。促進区域の設定が

想定される区域は、中心市街地や商店街活性化促進区域などの

うち、空家等の活用により、経済的社会的活動を促進する必要

がある区域となります。全国における促進区域は、６年 12月時

点で、千葉県鎌ケ谷市のみとなっており、促進区域は、中心市

街地区域をもとに指定されております。本市では、空家等の活

用により、中心市街地など経済的社会的活動を促進する必要が

ある区域がなく、先進的に対応するのは非効率であることと、

老朽建築物等の除却や接道不良の改善等により、密集市街地を

解消する施策に取り組んでいることから、この度の計画改定に

おきましては、制度利用を行わず、引き続き情報収集に努める

こととしております。 

19 ページをご覧ください。次に、「空家等管理活用支援法人

制度の対応」の検討についてご説明いたします。左側が支援法

人が実施できる業務内容となっており、右側がこれらに対応す

る、本市及び関連事業者等の現在の取組みを整理しております。

支援法人に期待される役割に対して、本市で実施している取組

みは、現時点で一定程度の対応ができている状況にございます。 

20ページをご覧ください。支援法人の活動事例についてでご

ざいます。６年度末時点で全国で支援法人を指定している市町

村は、51市町村となっています。大阪府内で支援法人を指定し

ている堺市では、７年度より、空家所有者等からの相談に対し

て、売却・賃貸・解体等の活用までをワンストップで、総合的・

伴走的に支援する体制を整備しており、さらなる相談支援体制

の強化や空家の利活用の促進を図っています。本市においても、

支援法人を指定することで、さらなる利活用等の促進が期待で

きることから、こうした取組み事例を参考にしつつ、検討を進

めていきたいと考えております。 

21ページをご覧ください。最後に、本計画の改定に向けた方

向性について改めて整理いたします。基本的には、現行計画の

方針を引き継ぐこととし、委員の皆様からいただくご意見や事

例等を踏まえまして、課題に応じた施策の拡充等を検討するな

ど、見直しを進めてまいります。また、情報提供の強化と、利

用の少ない補助制度の要件見直し等については、アンケート結

果等を踏まえて検討を行います。 

議題１及び２についてのご説明は以上となります。 
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 ありがとうございます。ただいま今回改定される上での現在

までの進捗状況並びに今後改定に関わる各視点について説明い

ただきました。特に、令和５年度に法改正されてますのでその

辺の説明もいただきました。何かご意見等はございませんか。 

 

２ページの目標値のところで、地震時等に著しく危険な密集

市街地の状況を踏まえた短期目標値の記載があり、いくつかの

地域が解消済みと書いてあります。平成 30 年度のエリア面積

に対する件数と現在解消済みのところを除いた件数となれば、

この 443 件はもう少し少なくても良さそうな印象を持ったので

すが、そういう理解でいいのかということと、もし減った分の

割合で割り戻して概ね何件ぐらいがわかるようであれば教えて

いただければなと思います。 

 

地震時等に著しく危険な密集市街地は令和２年度までに一定

解消された地域がありますが、計画策定当時は解消を目指すと

いうところで、443 件という目標値を設定しており、記載のと

おりの実績値としております。ご指摘いただきました割り戻し

た件数につきましては、次回の協議会で報告させていただきた

く存じます。 

 

私からも、この表について追加で確認したい点があります。

進捗管理ができている項目が、適正管理の促進、ここでは相談

会やセミナーの開催、これは十分対応できており、ほかの３項

目については実績値を見ると、目標値には達しておりません。

行政が主体的に行う相談会やセミナーについてはしっかり実施

していただいているという理解ができます。人口減や老朽化が

進む中で、どちらかというと行政が受身的な施策の数値につい

ては、門真市のみならず、実績がなかなか上がらないというの

が実情かと思います。しかし、今後改定の方向性を検討する上

で、周知方法の徹底という説明がありましたが、どうやって周

知方法を徹底していくかというところをしっかり対応していか

ないと、目標値に達していないというような毎年度の報告にな

り、ちょっと寂しいと思います。積極的な取り組み手法として、

現在配られている空き家冊子を増やしていくだけでいいのかな
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ど、周知方法を考えておかないと、このまま続いてしまいそう

な気がします。今すぐに対策案を頂くということではありませ

んが、今後改善するときの視点としてはこの辺りを数値的に取

り組む方法を、他市でやっておられる事例や支援法人の話もあ

りましたので、それらを調べていただきながら、特化して良い

手法があれば、次の計画に盛り込んでいく必要があるかなとい

うふうに感じました。それらについてご検討いただければと思

います。よろしいでしょうか。 

 

検討いたします。 

 

資料の 10ページについて、空き家等除却補助全額の最大 100

万円は、一戸建てでも長屋住宅でも同じですか。 

 

同額の補助内容となっております。 

 

行政代執行する場合、長屋住宅の場合は難しいです。一戸建

てであれば比較的やりやすいですが、長屋住宅の場合、居住者

が一人でもいれば難しくなります。狭あい地域の住宅は長屋住

宅がメインになっているので、門真市さんだけじゃなく、ほか

の市もそこが一番頭が痛いと思います。空家法の改正までして

いただかないと、行政として動けないという現状を聞いており

ますが、門真市さんも同じような意見ですか。 

 

本市の特徴として長屋が多いため、他市と同様の課題を抱え

ております。 

 

以前は空き家の多い８町を対象として最大 100 万円であった

ものが、全域に対象を広げ、８町以外については最大 50万円に

なったということで、我々業者が管理人さんに周知するために、

その内容を別紙でいただけたらと思います。 

 

20ページの空家等管理活用支援法人について、門真市さんと

してはどのような方向性で考えられていますか。 

 

他市の取組みを踏まえまして、本協議会で皆さまのご意見を



10 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

会長 

 

 

事務局 

 

 

会長 

 

 

 

事務局 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

踏まえながら検討を進めたいと思っています。 

 

それに関連しまして、法人制度というのは、市が推奨されて

民間団体にお願いするというスタイルなのか、制度ができたと

いうことだけ市が紹介し、法人から申請されるのを待って対応

されるスタイルなのか、積極的にこれを推進するような手立て

を組んでいかれるのか、そのあたりの考えを教えていただけた

らと思います。 

 

法人制度を適用する際には指定要件等を定め、団体さんから

お問い合わせや申請をお受けするということで想定しておりま

す。また、並行して他市事例を確認しながら進めていきたいと

考えております。 

 

法人に指定されたときに、例えば経営経済的に儲かるとか、

補助金が出るとかそういうシステムは考えておられますか。 

 

現時点で不明なところはありますが、次のビジネスを見据え

て申請される団体もあるものと考えております。 

 

法人がそういう形で動かれるとか、個別所属団体さんが個別

にそこから仕事を獲得するような、そういうのは特に問題ない

ということですか。 

 

特に問題ないものと認識しております。 

 

ほかにいかがでしょうか。今回は、第１回目でございますの

で、まずは経年的な空き家の状況等というのをご理解いただい

て、今後、どのあたりを視点において改正していくべきなのか

というようなことを、現状のお考えでも結構でございますし、

こういう観点が必要ではないかというような話でも結構です。

何かお気づきの点があればぜひお願いしたいと思います。 

 

10 ページに記載がある耐震性の不足した空家等の除却の促

進についてですが、補助制度の適用の際には、耐震診断を受け

る必要があるのですか。 
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簡易にご自分でできる耐震診断がありますので、その結果を

もって除却していただければ適用できます。 

 

その方法だと、個人で面積などを測らなければならないとい

うのが、特に高齢者は難しいと思います。建築士に依頼をする

とその分費用がかかります。それであれば、正式に耐震診断を

受けて、市の補助金を使う方が安いのかなと思います。堺市に

は耐震診断員の無料派遣制度があります。そのような使いやす

い制度があればいいなと思います。 

 

ご自身で診断できる簡易なものがありますので、そちらをご

案内しております。 

 

それについてはあまり一般的でないような気がします。もっ

とスムーズにできるようなものがあればいいなと思います。ご

年齢が 50、60歳の方であれば、寸法測ってチェック入れるだけ

なのでたぶんできると思いますが、高齢者の方にとっては難し

いかなと思います。 

 

支援法人に指定された団体は、そのようなお手伝いもできる

という可能性はありますか。指定をする際に、どういう業務内

容を行っていただくか、申請の方法をスムーズ化できるような

内容などを条件付けするのか、指定申請があった際にそのよう

な業務内容が含まれていればそれも可とするのか。もちろんま

だこれからの話なので決まってはないかと思いますが、ご高齢

の方々も含めて市民の方々が申請される際に、スムーズにでき

るようなことも支援法人の業務内容に含めるのかということに

ついて、検討する可能性はありますか。 

 

支援法人の業務内容として、空き家の所有者への情報提供や

相談、必要な援助をすることができますが、具体的には今後検

討してまいります。 

 

市民の方がいろいろなご意向を持っていたとしても、ご高齢

のため申請に弊害が出るなどといったことはあまりよろしくな
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いように思いますので、一度事務局の方で検討いただければと

思います。 

 

先ほどの目標値のお話で、なかなか達成が難しいということ

で、会長からもご意見があったかと思いますが、そもそも住宅・

土地統計調査の数値を目標値にすることが適切なのかと疑問に

思います。住宅・土地統計調査は抽出調査であり、全てを調べ

たわけではなく、統計的に一部分だけ調べたものを全体に置き

換えると概ねこれぐらいだろうという形で算出しています。参

考の数値として捉えるとか、他市と比較する場合はいいと思い

ますが、この数値の増減に寄りかかるのはちょっと心もとない

なと思います。むしろ大事なのは、きちんとモニタリングされ

ているかという点で、管理不全空家や特定空家にならないため

の指導・勧告や、所有者さんとコミュニケーションが取れてい

るのかということの方が大事なのではないかなと思います。空

家等対策計画を当初策定される際に、平成 28 年度に幅広く実

態調査を行い、その結果として約 1400 件が空き家として判定

され、それが市として 1 件ずつ紐付けができているデータだと

思いますが、それに基づいて何か目標設定を考えられた方がい

いのかなと思います。例えばＤ判定の空き家が増えないように

するとか、Ｄ判定から優先的に管理不全空家や特定空家になら

ないようにするという方が、実態に即した明確な対象の目標設

定になるのではないかと思います。 

また、モニタリングが大事ということについてですが、郵便

局にて空き家調査を実施している事例を昨年に調べる機会があ

りまして、既に市でも空き家の調査をされていますので、ご参

考までにご紹介させていただければなと思います。今お配りし

ていただいた資料が、ＪＰ総研といいまして、郵便局の労働組

合のシンクタンクの研究会に２年ぐらいお世話になり、最後の

報告書を昨年度末に書いたものでございます。空き家に対して

郵便局がどう関わるのかという観点でまとめさせていただいた

のですけど、移住支援ですとか、空き家の見守りサービスみた

いなのも全国で既にやられていることもありますが、特に今回

このレポートで調べたのが、空き家調査を郵便局の配達員の方

が行うというものです。例えば三重県の玉城町の事例で、287軒

と 36 軒とありますが、これぐらいの規模を調査したというの
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がきっかけです。普通に調査するよりも、郵便局の方は地域を

把握されておられるので、地図を渡して写真を撮ってきてくだ

さいとお願いすれば、翌日にはデータが上がってくることや、

一般の調査員が腕章を巻いて現地調査をしていると、地元の方

が驚かれる場合がありますが、郵便局員の方が現地調査をして

いた方が、地元の方にとっては安心できるということがあるよ

うです。生駒市も住宅都市ということで、空き家対策に力を入

れている中で同様の事例があり、伊豆市と宇部市は計画改定に

合わせた空き家調査を実施しております。特に宇部市では、あ

る程度まとまった規模において、パスコさんが間に入っての委

託という形ですが、まとまった規模の調査を依頼するという形

で活用する可能性があるということがわかりました。郵便局は

法令で数を減らせないということになっておりますので、郵便

局の皆さん自身も人口減少下のなかでどうやって社会貢献して

いくのか、新しいビジネスの種をどう作っていくのかという問

題意識の中で取り組んでおられます。また、空き家だけではな

く道路などの公共施設の維持管理にも活用可能ということで、

玉城町は検討されております。住民の方から通報があれば、郵

便局の方に現地確認に行ってもらい、職員がすぐに対応しなけ

ればいけないのか、しばらく様子を見る形で大丈夫なのか、と

いう対応のトリアージができるような活用の可能性ということ

も、門真市でも考えられるのではないかなと思います。いずれ

にしても、モニタリングが大事なのではないか、という流れの

中でご参考までにご紹介させていただきました。 

 

空き家調査というのはとてもお金がかかりますので、そのよ

うに郵便局の方にご協力いただいているのだと思われます。一

手法として貴重なご意見を頂きましたので、本会でも引き続き

研究しつつ、事務局でもご検討いただけたらと思います。 

 

目標値と実績のずれという点で課題があるというのはこれま

でも議論されてきたかと思います。その中で納税通知書にチラ

シを入れたら良い反応があり、マッチング制度の活用について

は６年度までで６件でしたが、直近になって相談件数が増えて

きていると聞いております。せっかく制度を作っても、その制

度が十分に周知されておらず、必要なところに行き届いてない
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というのが明らかになったのかなと思います。そこのところを

担当課だけでなく、今回の納税通知書の件であれば課税課の方

であったり、全庁的にそれぞれで持っているデータがあります

ので、それらを突合させたりするなど効果的な周知方法をしっ

かり考えるべきなのかなと思います。その面では法改正により、

電力会社にも所有者情報の提供要請ができるようになったとい

うことですが、市には水道を所管する部署があり、水道の閉栓

情報が使えると思います。空き家の状態であれば完全に使って

いない場合や、空き家を管理するための一定の水道の使用量と

いう場合など、ある程度空き家に近いということが把握できる

と思います。空き家の調査として水道局の方からそのような情

報を含めて、どの程度把握していますか。また、空き家の所有

者が、門真市内在住が多いのか、市外在住の方が多いのか、割

合はどうなっていますか。 

 

まず水道の情報について、平成 28 年度に実施した空家実態

調査にあたりましては、水道部署から使用量の情報を提供いた

だきまして、そこからフィルターをかけて空き家と思われるも

のを判別した経緯がございます。今後についても、必要に応じ

て情報を提供いただくことで考えております。 

 

空き家所有者の居住地については、計画の 23 ページに前回

の調査の情報として、門真市内在住が約６割と出ていますね。 

 

これは空き家の分だけのデータだと思いますが、空き家以外

のところも含めて、市外在住の所有者に告知をする際は個別で

通知しなければならず、市内在住の所有者であれば市の広報で

周知するなど、情報の出し方が変わるのかなと思います。支援

法人の話に関しても、門真市内で完結する法人なのか、守口市

や寝屋川市など京阪沿線やその周辺も含めて、もう少し広い範

囲を管轄できる法人なのかということも検討が必要なのかなと

思います。例えば、寝屋川市の方が所有しているとか、寝屋川

市から門真市へ転入してくる、もしくは門真市から寝屋川市へ

転出していかれるなどで家を探されるケースにおいては、空き

家の利活用に関する情報提供が必要だと思うので、それらの対

象がどれくらいなのかということが気になります。先ほど電力
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会社に対して所有者情報の提供要請ができるということであれ

ば、同じような形で水道局と利用協定を結ぶなどして、情報を

提供してもらうということも考えられます。例えば１年間の水

道使用量が落ちていれば空き家になっているということがある

程度予測でき、５年経過している空き家と１年しか経過してい

ない空き家であれば、当然１年経過の方が利活用率が高くなる

わけで、そういうところは早い段階で手を打っていけるように

すべきじゃないかなと。さらに、実績値で０が続いているもの

については、１件２件のような１桁でも効果があるというもの

であれば、それを積み重ねていくべきじゃないかなと思います。 

 

現状把握のための手法について、空き家の状態は経年的に変

化していくため、水道の話もありましたが、そういったところ

から早く対応策を練っていくということも考える必要があるの

ではないかというようなご意見かと思います。また、門真市だ

けを対象とした法人並びに関連周辺都市との連携や共同体のよ

うな法人というのはありなのか、門真市のみで申請されている

団体さんだけが法人指定を受けられるのか、ＪＶを組んで主た

る活動は大阪市だが、門真市でも活動をする法人が入ってくる

ことができるようにするのか、もう少し広域圏で近隣市と一緒

にやっていくようなスタイルでいくのか、所有者についても、

本市内在住であるのかというような要素で周知の仕方も異なる

という話など、いろいろご意見が出ておりますので、マンパワ

ーの問題や技術的な問題、予算の問題など、いろいろな要件が

あるとは思いますが、ご検討いただけたらと思います。よろし

いでしょうか。 

 

頂きましたご意見を踏まえまして、事務局で改めて検討させ

ていただいて、次回以降の協議会で報告させていただきます。 

 

今回は各委員から様々な観点でご意見を頂きたいとしており

ますので、大変な内容もあるかと思いますが、一度ご検討いた

だいて、対応できるものとそうでないものを判別しながら、次

の計画に結び付けていただくという方向で取り組んでいただけ

たらと思います。全部やってくださいというわけではないので、

よろしくお願いしたいと思います。検討されたご対応に対して、
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再度委員の方からご意見いただくという場面もあるかと思いま

すが、それについても改めてよろしくお願いしたいと思います。 

 

支援法人のことですが、いろいろな団体から申請があり、そ

れを順番に指定していくというのはやめておいた方がいいかな

と思っています。基本的には対話の仕組みなので、行政と一緒

にやっていける、信頼関係がある、基本的な価値観が共有でき

ている、その対話のチャンネルとして広く市民や、周辺の所有

者さんにお伝えできるに足る相手の団体というようなことで、

申請があれば順番に指定するということではないと思います。

それについては要件や基準を慎重にご検討いただく方が良いか

なと思いますし、むしろ、既に全日さん等との協定があります

ので、あえて法人制度を使う必要がないとも言えますし、むし

ろ協定をベースに法人制度でより密接な対応をしていくという

ような、使うとすればそういう使い方なんじゃないかなと思い

ます。基準の作り方が非常に難しいなと思っており、制度が創

設されたというのもありますが、慎重に検討するべきという意

見は述べさせていただきます。 

 

今ご意見がありましたように、要件や基準作りは大事だと思

いますし、例えば年１回、いつまでに申請してくださいという

期日を設けて、申請が出てきたときは全部指定するのか、そう

ではなく選定するのか、選定する場合は第三者意見を聞いた方

が良いとは思いますが、期限を決めて申請が複数あったときに

は１件だけにするのか、２件で良いのかなど、そこまで考えて

おかないと、運用しにくいのではないかというご意見もごもっ

ともだと思います。そのあたりも他市の実績を見ながら、ご検

討いただけたらと思います。 

 

２ページの除却の促進で、備考欄に引き続き推進という表現

になっていますが、引き続きやるのであれば設定値をまた考え

ることになるのでしょうか。この 443 件というのは設定の根拠

があると思いますので、それと同じ形で今年度に合わせて変え

るのか、なおかつ、令和２年度末までの短期で 173 件と記載が

ありますが、やはり令和６年度末の数値も把握していないと、

次に進めないような気がします。次の目標値を出す根拠があれ
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ば、出していただけたらと思います。 

 

会長代理からも同じようなご意見がありましたが、密集事業

の件でありますので、そこを踏まえながら再度目標値について

は検討が必要かなと考えております。おっしゃっていただいた

ように、最新の実績等を踏まえて、実情に合った目標値である

ことが必要かなと思います。 

 

ほかの指標ではよく前年度比という比較が多いですが、それ

が適切かどうかということも考えながら、今の空き家発生の状

態の中で、特に予算がかかる特定空家や管理不全空家の対象を

どれぐらい想定するのかというような試算もあるでしょうし、

空き家率の中で見ていく方法があったり、人口減もありますの

で予想というのは大変ですが、前回設定されている数値の根拠

を鑑みて、目標値は出しておいた方がいいと思います。これに

ついては、ぜひ説明できるようにお願いしたいと思います。 

 

19ページの支援法人に期待されている業務内容に対して、一

定程度の対応ができていると記載されておりますが、それに対

して門真市としては支援法人を指定していくという考えが根底

にあるのでしょう。それとも、それ自体を協議するということ

なのでしょうか。 

 

現在行っている取組みよりもさらに効果が出るようなものが

あればという観点から、本協議会で皆さまのご意見を踏まえな

がら導入について検討していきたいと考えております。 

 

19ページには施策的にはカバーできているという内容で、20

ページの堺市の事例を見ると、法人を指定することによってワ

ンストップで、一つの主体でカバーできるというところが大き

いかと思います。さらに、全日さんやクラッソーネさん、池田

泉州銀行さんなど、多様な主体が連携して空き家対策をやって

おり、政策的にカバーできているとしても、法人が指定された

ことによって、実現できる効果があるのかなと思います。また、

先ほどご意見があったように、的確なプレイヤーが門真市内に

存在するのかというのも大前提になりますし、会長代理もおっ



18 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

しゃったように、今回指定制度であり裁量もございますので、

申請があったもの全てを受け入れるというよりかは、適格なプ

レイヤーがいれば、それを判別する基準の設定も難しいですが、

そこも踏まえて検討したいと考えております。 

 

申請に対する指定のルールはまだ決まってないという理解で

よろしいですね。それも含めて他市の事例の表面だけでなくて、

具体的な決め方や覚書が交わされているのか、申請するだけで

いいのか、具体的運用も見据えながら、計画を策定しておかな

いと思いますので、そのあたりはよろしくお願いしたいと思い

ます。 

 

門真市さんにお願いで、今門真市さんには法律相談の窓口が

あると聞いておりますが、空き家相談の窓口も開設していただ

ければと。他市では空き家相談について、全日さんと宅建が共

同でユーザーの方から直接相談を受けるという窓口があり、門

真市さんはそういう窓口がないようなので、できるのであれば

私たちとしてもご協力させていただいて、支援法人のきっかけ

になっていただければと思いますので、そのあたりもご検討い

ただければと思います。 

 

非常にありがたいお話だと思います。市民からの相談体制を

ご検討いただきたいということでございますので、そのあたり

は体制を整えながらということになるかとは思いますが、一度

ご検討いただけたらと思います。 

まだご意見等あるかもしれませんが、議事３のアンケートの

実施についてご説明いただきたいと思います。事務局から説明

をお願いいたします。 

 

それでは、資料６「アンケート調査の実施について」ご説明

させていただきます。 

１ページをご覧ください。調査につきましては、空き家の所

有者を対象に、対象建築物等の現状と今後の意向、所有者に必

要な支援を把握する目的で実施するものとなっております。な

お、令和２年度にＤ判定の所有者を対象にアンケート調査を実

施しておりますが、今回は、より具体の状況や意向を把握でき
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るよう実施するもので、現時点では調査対象は記載のとおりと

しておりますが、より多くの回答を得られるよう対象範囲につ

いて事務局で改めて検討してまいりたいと考えております。 

２ページをご覧ください。アンケート調査で把握すべき項目

について記載しております。１点目として、空家の利用状況や

維持管理状況などの対象建築物等の現状の把握について２点目

として、売却や除却など今後の意向の把握について３点目とし

て、現行支援を利用しない理由や、現行支援にない所有者にと

って必要な支援内容を把握することとしており、具体的な施策

検討の材料とすることを目的としています。また、想定される

施策方針としては、スライドの下側に記載している内容を想定

しています。アンケート結果を踏まえて、施策の方向性を示し

ていきたいと考えております。以上が、アンケート調査の概要

となります。 

続きまして、「アンケートのお知らせ」をご覧ください。 

表面では、回答方法について記載しており、郵送またはイン

ターネットでの回答ができるようになっております。裏面には

本市の支援策の概要を一覧で掲載しております。 

次に、「アンケート調査票」をご覧ください。 

問１では、対象建物の確認をします。 

問２では、対象建物の利用状況と、利用していない理由、そ

の期間を伺います。次のページをご覧ください。維持管理状況

の確認と、維持管理を行っていない場合はその理由を伺います。

また、対象建物の現状を確認します。 

問３では、対象建物について売却や解体など、今後の取扱い

を確認し、売却や賃貸をしたい方には、希望する価格帯の条件

を伺います。また、今後の取扱いで困っていることを伺います。 

問４では、お知らせ文の裏面に記載している支援策の紹介を

見ていただきながら回答していただく設問となります。質問内

容としては、現行の支援策のうち、利用したい支援制度と認知

状況を伺います。また、現行の支援策のほかに所有者にとって

必要な支援策を伺います。 

次のページをご覧ください。問５では、回答者の年齢と、ア

ンケート回答の内容によっては市から詳細な聴き取りを行うた

め、連絡をしても良いかを確認します。連絡があっても良いを

選択された場合は、連絡先と連絡可能な時間帯を伺います。 



20 

 

 

 

会長 

 

 

 

委員 

 

 

事務局 

 

会長 

 

 

 

事務局 

 

会長 

 

事務局 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議題３の説明は以上となります。 

 

アンケートについてご説明いただきました。何かご意見ご質

問がございましたら、委員のみなさまからいただきたいと思い

ますがいかがでしょうか。 

 

アンケート送付先については、所有者なのか、そこの居住者

なのか、対象は誰を想定しているのですか。 

 

所有者の方に送付する予定としております。 

 

確認ですが、今のご質問の追加としまして、長屋の場合、Ａ

さんＢさんＣさんがおられる可能性がありますが、これは建物

所有者なのか土地所有者なのか、どちらが対象なのです。 

 

建物所有者を対象としております。 

 

全部で何件ぐらいになるのですか。 

 

令和６年度の追跡調査でＣ・Ｄ判定になっている 71 件が対

象です。ただ、どれだけの回収できるかいうこともありますの

で、ＡとＢにも対象範囲を広げることを検討したいと考えてお

ります。 

 

現状把握と今後の意向、市の制度に対する理解度を調査し、

空き家対策の現状並びに今後の施策をどうすればよいというと

ころを探りたいという、大きな趣旨はそのあたりだと思います。  

今回、空き家対策については、なかなか周知できていなかっ

たというところが課題だと認識されたと思います。その中でア

ンケートを配布し、ご意向を聞いて、回答率がどれぐらいかわ

かりませんが、連絡先を教えていただければそれを通じて、具

体的に個別にアクションを起こしながら、空き家に対するご理

解を深めていただくという、そういうところにも繋げるという

理解でよろしいですか。そうすると、本市の個別の取り組み支

援政策のご紹介という一覧があり、これを見てアンケートをご

回答いただくということですが、中身を知っていると回答され
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る方は非常に少ないような気もします。他市でもこういう形で

調査されているのでしょうか。取り組みを並べて皆さん知って

いますか、これ使ってくださいねと、確かにそのとおりですけ

ど、なかなか回答が難しいかなと。答えることはできますが、

いかに施策を使っていただくかという周知の方法としては難し

いような気もします。ではどうしたらいいかというのも難しい

ですけど、アンケートを実施して意向を聞いたということだけ

に終わってしまわないかなという、これが今後計画作りの視点

として活かせないとアンケートをしてももったいないと思いま

す。それに加えて、法制度は改正されて、門真市は北部に住宅、

とりわけ長屋系が多く、そういうような実情を踏まえて、アン

ケートを市全域の集約した意見とするのか。北部の長屋系にお

住まいの方もしくは南部の長屋系にお住みの方と、戸建て系に

お住まいの方と、住居系にお住まいの方と、商業系にお住まい

の方といろいろ同一集計してしまうと、状況がわからない可能

性も出てくるかと思います。ただ、70数件なので、マトリック

ス図を作ってクロス集計をかけるっていうのも、なかなかサン

プル数が少ないので、難しいとは思いますが、状況は何となく

把握できるようにも思います。アンケートを作成されるときに

は、地域別特性を見るのか、居住形態別で見るのか、さっき市

長さんからご意見があったように、建物の所有者が門真市内の

方なのか、遠方の方なのかによって意向が変わるかもしれない

ので、そういう切り口で一度結果を見てみましょうとか、何ら

かの解析方法を検討しておかないと、アンケートというのは、

すればいいというわけではないので、そこを見据えて門真市の

固有の条件を踏まえたアンケート内容になっているかというと

ころも、皆様にご確認いただいて、詰めてまいりたいと思いま

すが、いかがでしょうか。 

 

連絡があっても良い、連絡をしないで欲しいという回答があ

りますが、逆に中身がわからないから相談したいというような

回答をしてもらえれば、広く役に立つと思われますし、そうい

う回答欄があった方が回答者の前向きさを感じられるのでいい

のかなと思います。 

 

これは先ほどご意見がありました相談窓口と同じことで、ア
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ンケートを通じて市民の方々のご意見をどう集約していくかと

いうような切り口になるのではないかという貴重なご意見かと

思います。さらに、その後の個別対応についても、各所管課の

方で対応する必要があると思いますので、項目の追加をご検討

いただけたらと思います。 

 

アンケートの趣旨そのものの議論だと思います。これが今後

の施策の傾向を掴むための大きなアンケート調査ということで

あれば、先ほど会長がおっしゃっていたようなクロス集計がで

きるような一定サンプル数がなければいけないということにな

りますが、今回はサンプル数が少ないです。個別対応的な直接

な周知的要素と今後の施策の確認をする要素の、二つの確認が

必要かなと思いますので、そこは柔軟にＡ・Ｂにも広げ、傾向

分析が難しくなりますが、母集団のボリューム等を含めて検討

が必要だと考えております。 

 

統計的解析だと、市が統計調査などで実施されている、2000

とか 3000 というベースの中で何割かの回答ということが必要

ですが、今回はなかなか厳しい実数値だと思います。アンケー

ト調査というのは目的があって、これを把握するだけで、個別

施策に展開できるのかというような頭出しでアンケートをやり

ましたというスタイルなのか、先ほどもご意見ありましたけど、

個別に対応いただくために使うのか、アンケートの目的がある

かということもありますので。それと、目的に応じて解析の方

法であるとか、今後の取り組み、具体的なアクションをどうし

ていくかということを踏まえて、どこまで詳しく聞くのか。扱

いとしては非常に難しいアンケートですので、通常匿名で書く

というのがアンケートですけど、今回は名前を書いてください

という形でご協力いただける方という突っ込んだ内容でござい

ますので、そのあたりを取り扱いと同時に、具体的にそれに対

する丁寧な対応というのが求められるようなアンケートの内容

になろうかと思います。そのあたりは目的を踏まえて、アンケ

ートを精査いただけたらと思います。 

ほかにいかがでしょうか。内容についてでも結構でございま

す。大きな項目が抜けているのではないか、ここは少しわかり

づらい、選択肢が足りないなどありますか。 
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ちなみに、Ａ・Ｂを含めるとトータルの数字はいくらになり

ますか。 

 

約 800件です。 

 

回答率はどれぐらいを想定していますか。 

 

３割ほどの回答を想定しています。 

 

例えば、先ほど委員がおっしゃったように、連絡しても良い

ではなく、相談したいということがわかれば切実感というのは

わかるのかなと思いますし、仮にそれで３割よりもっと低かっ

たとしても、集計するにしてもそれほどの数ではないですよね。

過去から若干の変動もあるのだろうと思いますが、そこは柔軟

に考えてもらった方がいいのではないかなと思います。 

 

できるだけ多くの方々のご意向を聞くという方が良いかと思

いますので、ご検討いただけたらと思います。 

確認ですが、最後のページの問 5-2 の氏名と住所、これは追

加調査をご協力いただける方のみ書かれて、協力したくない、

もしくは書き忘れているという方に対しては、どこにお住みの

方で、ＡかＢかＣかわからない状態で回収するということにな

るのですか。 

 

Ａ、Ｂなどの区分については、事前にこちらで把握した状態

で送付することになります。 

 

サンプル数の問題はあるとはいえ、大きな傾向は数十人かも

しれませんが、そこの集計はできますね。 

今出ている意見はアンケートの対象を広げた方が良いのでは

ないかということと、今回相談をしたいというようなご意向を

聞いたらどうかというご意見があったかと思います。これをご

検討いただくということにさせていただきます。 

何かお気づきの点があればお願いしたいと思いますが、いか

がでしょうか。アンケートの設計に関して議論ができるのは今
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回だけですよね。 

 

頂いたご意見の内容を踏まえまして、アンケートを送付する

前に委員の皆様に変更案をご確認いただき、最終送付すること

で考えております。 

 

アンケートの確認のため皆さんに一度連絡あるということで

すね。 

ほかにご意見等ないようでございますので、今後の改定の方

向性について並びにアンケート調査について、皆様からいろい

ろご意見をいただきました。長時間ご協力いただきまして、委

員の皆様には感謝申し上げます。それでは、議事進行につきま

しては事務局にお返しします。委員の皆様ありがとうございま

した。 

 

 会長をはじめ委員の皆様ありがとうございました。 

改めて開催のお知らせは後日いたしますが、次回の協議会の

開催日時は、10月 21 日（火）15時から予定させていただいて

おりますので、よろしくお願いいたします。 

それでは、これで令和７年度第１回門真市空家等対策協議会

を終了いたします。本日は長時間にわたりご協力賜りましたこ

とをお礼申し上げます。ありがとうございました。 

 


